
 

【別紙１】 

 

道路運送車両の保安基準等の一部を改正する省令及び 

道路運送車両の保安基準の細目を定める 

告示等の一部を改正する告示について 
 

１．改正の背景 

我が国は、自動車の安全・環境基準について国際的な整合性を図り自動車の安全性・環境性を確保

するため、国際連合の「車両並びに車両への取付け又は車両における使用が可能な装置及び部品に係

る調和された技術上の国際連合規則の諸採択並びにこれらの国際連合の諸規則に基づいて行われる

認定の相互承認のための条件に関する協定」に平成 10 年に加入し、現在、当該協定に基づく規則（以

下「協定規則」という。）について段階的に採用を進めているところです。 

今般、国際連合自動車基準調和世界フォーラム（WP29）第 191 回会合において、「大型車用事故情報

計測・記録装置に係る協定規則（第 169 号）」及び「バスの座席一体型年少者補助乗車装置に係る協定

規則（第 170 号）」が新たに採択されたほか、「シート及びシートアンカーに係る協定規則（第 17号）」

等の改訂が採択されました。 

これを踏まえ、道路運送車両の保安基準（昭和 26 年運輸省令第 67 号。以下「保安基準」という。）、

装置型式指定規則（平成 10 年運輸省令第 66号）、共通構造部型式指定規則（平成 28 年国土交通省令

第 15 号）、道路運送車両法関係手数料規則（平成 28 年国土交通省令第 17 号）及び道路運送車両の保

安基準の細目を定める告示（平成 14 年国土交通省告示第 619 号）等について、所要の改正を行いま

す。 

 

２．改正の概要 

⑴ 道路運送車両の保安基準の一部改正及び道路運送車両の保安基準の細目を定める告示等

の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行います。 

① 事故時の車両に関する情報（加速度、ステアリング操作、衝突被害軽減ブレーキの作動状態等）

を記録するために備える事故情報計測・記録装置（EDR：Event Data Recorder）について、こ

れまでの乗用車等の小型車に加え、大型車（乗車定員 10 人以上の乗用車及び車両総重量 3.5ｔ

を超える貨物車）においても、協定規則第 169 号（大型車用事故情報計測・記録装置に係る協

定規則）の要件を満たす EDR を備えなければならないこととします。 

【主な要件】 

（別紙２参照） 

【適用日】 

新型車：令和８年 12 月１日  継続生産車：令和 11 年 12 月１日 

② バス（乗車定員 10 人以上の乗用車）にビルトイン型（座席一体型）の年少者用補助乗車装置

（チャイルドシート）を備える場合には、協定規則第 170 号（バスの座席一体型年少者用補助

乗車装置に係る協定規則）の要件を満たさなければならないこととします。 

【主な要件】 

・ラベル等により使用上の制限を表示すること 



 

・バスの座席を前提として協定規則で定められた試験条件において、従来のチャイルドシー

ト（ビルトイン型ではない取り外し可能なもの）と同等の乗員保護性能を確保すること 

【適用日】 

令和６年６月 20日 

（バスに備える座席一体型チャイルドシートの例） 

   

※国連の専門家会議における海外メーカー発表資料より 

協定規則第 170 号への適合が確認されたものではない 

③ 自動車の前向き座席に頭部後傾抑止装置（ヘッドレスト）を備える場合には、その座席位置にか

かわらず、協定規則第 17 号（シート及びシートアンカーに係る協定規則）に定める運転席等に

備える頭部後傾抑止装置と同等の要件を満たさなければならないこととします。 

【主な要件】 

（運転席等に備えるヘッドレストに同じ） 

【適用日】 

令和８年９月１日 

④ 協定規則の改訂に伴い、保安基準において引用する協定規則の番号を以下のとおり改めます。 

第 16 号第８改訂版 ⇒ 第 16 号第９改訂版 

第 17 号第 10 改訂版 ⇒ 第 17 号第 11 改訂版 

第 53 号第３改訂版 ⇒ 第 53 号第４改訂版 

第 94 号第４改訂版 ⇒ 第 94 号第５改訂版 

第 95 号第５改訂版 ⇒ 第 95 号第６改訂版 

第 129 号第３改訂版 ⇒ 第 129 号第４改訂版 

第 134 号改訂版 ⇒ 第 134 号第２改訂版 

第 137 号第２改訂版 ⇒ 第 137 号第３改訂版 

第 145 号 ⇒ 第 145 号改訂版 

第 160 号改訂版 ⇒ 第 160 号第２改訂版 

 

⑵ 装置型式指定規則の一部改正 

以下の改正を行うほか、所要の改正を行います。 

① 協定規則の改訂に伴い、装置型式指定規則において引用する協定規則の番号を上記の⑴④と同

様に改めます。 

② 法第 75 条の３第１項の規定により型式指定の対象となる特定装置の種類に、協定規則第 169 号

に基づき認定された「事故情報計測・記録装置」（大型車用のもの。以下同じ。）及び協定規則第

170 号に基づき認定された「年少者用補助乗車装置」（バス用のもの。以下同じ。）を追加しま



 

す。 

③ 法第 75 条の３第８項の規定により型式指定を受けたものとみなす特定装置に、協定規則第 169

号に基づき認定された「事故情報計測・記録装置」及び協定規則第 170 号に基づき認定された

「年少者用補助乗車装置」を追加します。 

④ 法第 75 条の４第１項の規定に基づく特別な表示を付すことができる特定装置として、協定規則

第 169 号に基づき認定された「事故情報計測・記録装置」及び協定規則第 170 号に基づき認定

された「年少者用補助乗車装置」を追加します。 

⑶ 共通構造部型式指定規則の一部改正 

協定規則第０号の改訂に伴い、共通構造部型式指定規則において引用する協定規則に第０号第６

改訂版を加えるほか、所要の改正を行います。 

⑷ 道路運送車両法関係手数料規則の一部改正 

協定規則第 169 号の新規採択に伴い、「大型車用事故情報計測・記録装置」が特定装置となったた

め、型式の指定を申請する者が、当該装置の保安基準適合性審査を受ける際に独立行政法人自動車

技術総合機構に納付すべき手数料の額を新たに規定するほか、所要の改正を行います。 

⑸ その他の関係告示の一部改正 

上記のほか、関係する省令及び告示の規定について所要の改正を行います。 

 

３．スケジュール 

公 布：令和６年６月 14 日 

施 行：令和６年６月 15 日 

ただし、２．⑴①及び②、⑵②、③及び④並びに⑸の一部は令和６年６月 20 日施行とします。 


